



































































































































































































































































































































































































































































































































は 1日 1500 円が国から支給されるので、地元の
業者に弁当を発注するとか、その金で地域の市場
から食材を調達すれば、地域の市場も再建できる
し、仮設の周りにショッピングセンターもでき
る。家の再建も地元の業者に発注して地元の雇用
を高める考え方は、基本的には正しい。
一方、ヘドロの片付けや瓦礫の処理に地元の人
を雇用すべきで、全国の建築業者に発注するのは
おかしいというように、議論がすり替えられてい
ることには注意しなければならない。もとの産業
を復旧するのが最大の雇用である。それをおろそ
かにして別の形で雇用して金を回すよりは、本筋
の漁業と農業を 1日も早く元通りにして雇用を生
むことが基本である。その次には、被災者にとっ
てやりがいのあること、たとえば避難所の被災者
の世話、仮設住宅の見守りとか、みんなで取り組
む商店街のイベントといったことに金を出すこと
である。自分たちでやりたいことと雇用とが結び
つく。仮設住宅や公営住宅の建築にも地元の業者
を頼むのはいい。大事なのは雇用の中身である
が、ややもするといまは、ヘドロかきとか、危険
な仕事を地元の人にやらせればいいという発想が
見受けられる。
わざわざ雇用と言わなくても、地域の復興や暮
らしの再建に必要なプロジェクトに金をつけれ
ば、その金は必ず地域に回っていく。これは復興
の各論かもしれないが、全体のシナリオの中に位
置づけて、地域にどういう形で金を落とすかを考
える。それとは別に、ともかく雇用さえできれば
いいという考え、そればかりか金さえ渡せばいい
という論調は根強い。仕事がなければこの金で温
泉に行ってきなさい、と。そこには人間の尊厳、
生きがいは考慮されているだろうか。
被災地では大学生の就職が閉ざされている。そ
ういう学生たちが、それぞれの地域に入ってコ
ミュニティの再建のサポートや計画づくりにかか
わる「復興支援員」制度を創設し、そこに予算を
つけてはどうか。月収 15 万円で雇えば雇用にも
なるし、地域の復興に地元で関わりたいという若
い思いと力をまちづくりとリンクさせる形で、復
興の大きなシナリオの中に雇用を位置付ければ、
大きな力になる。全部で 500 ほどの集落の復興計
画が必要だが、それぞれに何人かずつ学生を入れ
れば活気が出るし、学生の就職難も解決する。自
治体の職員として雇う方法もあるが、その場合、
人件費については 10 年間なり国が負担するよう
にすればよい。
三段論法の復興を
結論としては、もう一度、復興のグランドデザ
インについて国民的議論を起こしたい。いまと
なっては時間がかかってもいいと考えている。そ
こが見えてこないと、前に進めない。
総論ができたら、その総論を実現するための担
い手、主体をつくる。行政だけではなく、行政と
被災者が一緒になったラウンドテーブルの形でみ
んなで議論できる場と、それを中心的にやってい
く担い手というか、組織をしっかりつくることが
重要である。
三番目は、その主体、地域の人たちが一生懸命
やる取り組みを全国的にいろいろな形で応援する
支援の輪をしっかりつくっていくことである。そ
の仕組みができていれば、専門家も入りやすくな
る。専門家が復興の担い手の声を聞いて、アイデ
アや知恵を提供すればいい。
構想、担い手、支援の輪という三段論法でいけ
ばいいのだが、いまはそのどれもない状況である。
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道を迷ったのだから、もう一度原点に戻って動
き出さないといけないと指摘したが、いろいろな
ことが勝手に動き始めているので、もう戻れない
可能性もある。被災者の気持ちと全く別のところ
で動いているのは、一部の国のトップの判断かも
しれないし、そこにコンサルや業者か群がって勝
手に道をつくっているのかもしれない。自分のそ
ろばんしかはじいていない人たちが復興計画の
セールスマンとなって、傷ついた人の傷を逆手に
とって売り込んでいく。きれいで、輝かしい未来
があるように見える絵である。そういう形で、い
ま復興計画がどんどんつくられている。
逆に言えば、我々の責任でもある。そういう動
きに対抗するべく被災者の声を結集することがで
きるかが問われる。復興計画よりも、いま避難所
にいる人たちを早く助け出して、本当に健康な暮
らしができるような環境を与えることにまず全力
を挙げてほしい。復興にばかりみんな目が行く
と、被災者がヘドロで苦しんでいることがだんだ
ん見えなくなる。
被災地でないところに住んでいる日本人にとっ
ては、被災地で起きていることを肌で感じて、自
分のできることを考えることがまず大事である。
その際、単に東北のものを買うとか旅行に行くと
いう関わりから一歩進んで、一緒にやっていくと
いう気持ちを持ちたい。息の長い支援をしていく
ためにも、日本社会全体が進むべき方向をしっか
り決め、それぞれがその方向に向かって生きてい
くこと、それが同時に被災地を応援することにつ
ながる。食糧自給率を高める、地産地消の文化を
しっかり植えつける、エネルギーの無駄遣いをし
ない生活を身につける、そういう方向で国民が一
緒に進めば、東北の価値にも気付くようになる。
助ける─助けられる関係ではなく、一緒に進む関
係をつくる。そう思えた時に、今回の災害復興の
方向が見えてくる。何かしてあげるという形の支
援ではなく、地域の人がやりたいことを中心に据
えながら、そのことが地域の力を高めることにつ
ながるかどうかを考えなければならない。復興の
プロセスは、それぞれの被災地が大きく成長する
一つのプロセスである。それぞれの復興の議論と
か復興計画づくりは、本当に被災地の人にとって
力になることかどうかを常に考えながら進めなけ
ればならない。いかにいい案だと思っても押し付
けてはいけないのである。
みんなの幸せが増えるような形で復興ができれ
ば、グローバルな競争力が少し落ちたとしても、
日本は大した国だという評価を得られる。まさに
世界の人達が注目している。原発問題に日本の社
会がどう向き合うか、あるいは東北の人たちに対
しどういう形でサポートをしてどういう町をつく
り上げるのか。日本の力がいま試されている。
